
NO 12
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 40,388 20,505 50.8% 平成３０年度 90% 83.7% 93.0%

令和元年度 35,550 16,764 47.2% 令和元年度 90% 79.5% 88.3%

令和２年度 32,288 － － 令和２年度 90% － －

本事業は、新型コロナウイルス感染症の影響があるものの、部屋利⽤率は、23区の保養施設の中では、依然⾼い⽔準にあ
り、ニーズの⾼い事業であることから、「継続」と評価します。
施設の改修に伴う後年度のコスト負担を踏まえ、今後の⽅向性を整理し、検討してください。 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

・港区⽴⼤平台みなと荘条例、港区⽴⼤平台みなと荘条例施⾏規則、港区⽴⼤平台みなと荘の利⽤に関する要綱

指標１
利用人数

指標２
部屋利用率  1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

0 0

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

 ７ 事業内容

部屋利⽤率は、平成28年度までの95％前後から現在は80％弱となっていますが、23区の保養施設の中では、依然トップク
ラスであり、ニーズの⾼い事業です。
平成29年度の利⽤料⾦改定を機に部屋利⽤率が低下しており、利⽤促進に向け、利⽤料⾦区分に平⽇、休前⽇区分を
新設し、令和2年度料⾦改定を⾏いましたが、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和2年4⽉8⽇から6⽉18⽇まで休
業しており、利⽤料⾦改定の効果は確認できていません。
区の経費負担が⼤きい事業ですが、指定管理料については、利⽤料⾦収⼊の増加や総経費の抑制を⾏うとともに、インター
ネットにより利⽤登録と登録申し込みができるよう、保養施設予約システムの改修（令和３年４⽉から）や65歳以上の区⺠
への減免制度のお知らせを⾏うことで、みなと荘の認知度を上げ、利⽤率の向上に努めます。
指定管理料以外の経費についても、実績を踏まえた必要最小限の経費を計上し、総経費を可能な限り抑えていきます。

①客室数等
　 25室　定員125名（1室定員5名）
②利⽤対象者
　 区内在住、在勤者
③休館⽇
　 通年で運営しており、原則休館⽇はありません。設備点検で年間6⽇程度臨時休館しています。
④利⽤（予約）⽅法
   利⽤者は予約センターや予約システムを通じて、宿泊予約を⾏い、施設を利⽤します。区⺠の⽅を対象とする抽選制
度もあります。
　 65歳以上の区⺠（年度内に65歳を迎える者を含む。）⼜は⾝体障害者⼿帳等を所有する⽅は、利⽤料⾦の
減免制度があります。

 ８ 事業実績・指標

平成10年９⽉10⽇に開業後、平成15年４⽉１⽇から受付等業務を旅⾏会社に委託し、平成18年12⽉１⽇から
指定管理者による管理運営を⾏っています。
※平成28年４⽉１⽇から令和３年３⽉31⽇まで、富⼠急グループＪＶが管理運営をしており、令和3年4⽉１⽇か
ら令和4年3⽉31⽇まで、指定期間の延⻑が決定しています。

令和２年度 100.0% 260,704 0

258,807 0 0 72,820

平成３０年度 100.0% 225,037 0 0

－ － －

財源内訳

 ６ 背景、経緯 年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 その他

0

令和元年度 78.0%

区⺠の健康と福祉の増進を図るため、港区⽴⼤平台みなと荘の設置及び管理運営を⾏います。
令和２年度 260,704 － －

230,476 98.7%

 ５ 事業説明文 令和元年度 331,627 105 0 331,732 318,178 95.9%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

 ４ 施策名 ③健康づくりの積極的支援 平成３０年度 225,037 8,462 0

 ３ 政策名 （24）　区⺠が健やかで安全に暮らすことができるよう支援する 年度 当初予算額 流用

233,499

 ２ 基本政策 6　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和２年度事務事業評価シート 所管課 産業・地域振興支援部　地域振興課

 １ 事業名 ⼤平台みなと荘管理運営  １０ 事業費の状況



NO 13
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 2 1 50.0% 平成３０年度 42 45 107.1%

令和元年度 2 2 100.0% 令和元年度 45 48 106.7%

令和２年度 2 － － 令和２年度 50 － －

令和２年度事務事業評価シート 所管課 産業・地域振興支援部　地域振興課

 １ 事業名 区⺠協働推進事業   １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ー 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

「港区区⺠協働ガイドライン」策定後の協働の推進に向けた庁内体制整備、協働事業提案や中間支援機能のあり⽅
等を検討、具体化するとともに、協働を推進します。

平成３０年度 2,685 0 0 2,685

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

2,454 91.4%

令和元年度 1,073 13 0 1,086 928 85.5%

－ － －

平成26年３⽉に、区や各活動主体が協働について共通認識を深め、さらに協働を推進するため、協働の定義や原則
等を明確化した「港区区⺠協働ガイドライン」を策定しました。本ガイドラインの理念を踏まえ、今後協働を推進させる具
体的な仕組みづくりについて専⾨的な⾒地、各活動主体の意⾒等を取り⼊れ、環境整備を総合的かつ計画的に進め
るため、学識経験者、公募区⺠等で構成する「港区協働推進委員会」及び庁内関係部署の職員で構成する「港区協
働推進会議」を設置しました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 1,135 － －

その他

平成３０年度 100.0% 2,685 0 0 0

令和元年度 100.0% 1,073 0 0 0

令和２年度 100.0% 1,135 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

【協働推進委員会】協働に関する審議を⾏い、区⺠感覚と⾏政の整合を図りながら取り組むために必要な委員会として引き
続き継続していきます。
【パネルディスカッション】令和元年度は、SDGｓをテーマに講演、活動団体とのディスカッション、交流会を実施し、アンケートで
は、内容も⾯⽩く、随時開催してほしいとの意⾒がありましたが、毎年、参加者との継続した関係性を⼗分に保つことができず、
協働の効果を確認することができないため、廃止することとします。

 ８ 事業実績・指標

 1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

パネルディスカッション、講演等について、参加者との継続した関係性を⼗分に保つことができておらず、協働の効果を確認する
ことができないため、協働を推進していくための事業として抜本的に⾒直す必要があることから、「縮小・一部廃止」と評価しま
す。

港区協働推進委員会設置要綱、港区協働推進会議設置要綱

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （２９）参画と協働により、平和や人権、多様な価値観を尊重しながら、透明性が
⾼く開かれた区政運営を推進する

 ４ 施策名 ①多様な活動主体の⾃⽴に向けた支援と協働の推進

指標２
区民協働スペース利用可能団体

①対象︓区内在住・在勤者、ＮＰＯ法人及び公益活動を⽬的とする団体、事業者、⼤学、⽂化芸術団体、
             ボランティア団体、区以外の⾏政機関区職員等
②【協働推進委員会】実施時期︓令和元年11⽉、令和２年３⽉（書⾯会議）実施回数︓２回
　 【パネルディスカッション】実施時期︓令和元年8⽉
③【協働推進委員会】協働を推進するために、学識経験者や区⺠等から意⾒徴収しています。
　 【パネルディスカッション】協働意識の醸成と各活動主体間の交流・連携を推進するための事業です。申込制、
                              定員40人程度、利⽤者負担無し、参加者アンケートを実施しています。

指標１
「港区協働推進委員会」の開催



NO 14
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 150 161 107.3% 平成３０年度 500 1,600 320.0%

令和元年度 150 152 101.3% 令和元年度 1,000 1,800 180.0%

令和２年度 150 － － 令和２年度 2,000 － －

 ３ 政策名 （16）　豊かな国際性を生かした多⽂化共生社会を推進する

 ４ 施策名 ①　外国人の安全・安心の確保                                 

指標２
みなと防災フェスタ参加者数

（１）港区国際防災ボランティアの育成
　　　対象︓希望者（国籍・住所、資格・経験は不問）
　　　研修︓①災害時の基礎知識、②通訳技術・コミュニケーション技術、③やさしい⽇本語
　　　登録者数︓152人(令和元年度)
（２）みなと防災フェスタの開催
　　　参加者︓約1,800人(令和元年度)
　　　内容︓VR防災⾞・起震⾞体験、備蓄倉庫⾒学、初期消⽕訓練

指標１
港区国際防災ボランティア数  1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤を踏まえ、今後、Ｗｅｂを活⽤した参加イベントに変更して実施することから「縮小・一
部廃止」と評価します。

港区国際防災ボランティアに関する要綱、港区国際防災ボランティア登録等取扱要領

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

6,420 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

（２）みなと防災フェスタの実施⽅法の変更及び縮小
　現在、みなと防災フェスタは、年１回、参加者が会場(六本⽊ヒルズ)に来場し、VR防災体験⾞や煙ハウス、防災備蓄倉庫
等の⾒学など、⾒て・触れて体験するイベントとして実施しています。実体験から防災知識を得ることは有効ですが、防災知識
や意識の向上は、一過性のイベントに参加するだけでは限界があり効果も限定的です。
　各地区総合支所が実施する地域防災訓練等への参加へつなげ、外国人の防災知識や意識の向上を図り、継続的に防災
週間や⽕災予防週間などに⾃主的に防災知識を得られるよう、また、人が密集せずに参加できるよう、ウェブを活⽤した参加イ
ベントに変更・縮小して実施します。

 ８ 事業実績・指標

その他

平成３０年度 100.0% 9,271 0 0 0

令和元年度 100.0% 5,645 0 0 0

令和２年度 100.0%

－ － －

　阪神淡路⼤震災や東⽇本⼤震災をはじめ災害時の被害情報や避難情報等の多くは、⽇本語のみで伝えられ、外
国人の語学能⼒によって災害情報や支援情報等が⼗分に届かない場合があるため、平成27年度から、災害時に外国
人と多言語でコミュニケーションが図れるボランティアを募集し育成しています。また、外国人が災害や防災に関する基礎
知識を習得する機会を提供するため、平成29年度から、みなと防災フェスタを実施しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 6,420 － －

62.0%

令和元年度 5,645 -89 0 5,556 5,472 98.5%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　外国人が、防災に関する基礎知識を習得し、⾃助意識を⾼めるとともに、災害時に外国人と多言語でコミュニケーショ
ンが図れる港区国際防災ボランティアを育成し、必要な情報を提供することで外国人の言葉の不安を軽減し、安全・安
心を確保します。

平成３０年度 9,271 0 0 9,271

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

5,751

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・⽂化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和２年度事務事業評価シート 所管課 産業・地域振興支援部　地域振興課

 １ 事業名 外国人のための防災対策                                       １０ 事業費の状況



NO 15
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 130 147 113.1% 平成３０年度 70 70 100.0%

令和元年度 160 181 113.1% 令和元年度 90 57 63.3%

令和２年度 200 － － 令和２年度 50 － －

令和２年度事務事業評価シート 所管課 産業・地域振興支援部　地域振興課

 １ 事業名 多言語対応推進  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・⽂化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

外国人が⽇常生活を営む上での不安や困りごとを解消し、快適な⽇常生活が送れるよう、⾏政情報の多言語化の推
進と効果的な発信を⾏います。

平成３０年度 16,212 71 0 16,283

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

11,555 71.0%

令和元年度 17,031 478 0 17,509 13,819 78.9%

－ － －

港区に住む外国人が、区⺠として、より良い⾏政サービスを受けられるようにするとともに、コミュニティの一員として⽇本人
との交流を深め、地域の課題解決に積極的に参画できる環境の整備をめざし、平成20(2008)年度から専管組織を
⽴ち上げ、平成22(2010)年度から多言語で発⾏される刊⾏物のレベルチェックを⾏ってきました。また、約１３０を超
える国籍の外国人により丁寧な対応を⾏うため、平成28年度からタブレット端末を活⽤したテレビ電話サービスや、令和
2年度から⾳声翻訳機を導⼊しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 28,959 － －

その他

平成３０年度 100.0% 16,212 0 0 0

令和元年度 100.0% 17,031 0 0 0

令和２年度 100.0% 28,959 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

(３)　港区多言語による店舗の魅⼒ＰＲ事業の廃止
　本事業は、区内店舗の商品や提供サービスの魅⼒を英語及び中国語で分かりやすく説明するオーダーメイド型のマニュアルを
作成するもので、東京2020⼤会の開催を⾒据え平成27年度に開始したものです。事業実績数が平成30年度は70件、令
和元年度は57件と希望者が減少したため店舗へのDM発送など周知⽅法を拡充しましたが、今年度は１件の申請(令和2
年7⽉)のみです。
　また、本事業は、店舗の商品や提供サービスの魅⼒を説明するマニュアルを作成するものですが、店舗へのヒアリングを⾏うと、
メニューの翻訳事業と認識している店舗が多く、そのニーズが一番⾼いこと、産業振興課が実施する「店舗応援事業補助⾦」
で⾳声翻訳機の購⼊等の多言語対応に利⽤できることや、東京都が実施する「店舗の多言語化事業」で店舗メニューの英
訳や店舗情報のホームページ掲載ができるなど、様々な翻訳ツールの普及に加えて多言語対応の支援環境が整っていることか
ら、本事業を一部廃止とします。 ８ 事業実績・指標

 1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

本事業における港区多言語による店舗の魅⼒ＰＲ事業については、区内店舗のニーズの変化や他事業で多言語対応の環
境が整っていることを踏まえ、事業を一部廃止することから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区多言語による店舗の魅⼒ＰＲ事業実施要綱

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （16）　豊かな国際性を生かした多⽂化共生社会を推進する

 ４ 施策名 ②　外国人の快適な⽇常生活の実現

指標２
多言語による店舗の魅力ＰＲ事業実施店舗数

（１）多言語刊⾏物の翻訳チェック
（２）翻訳データベース
（３）港区多言語による店舗の魅⼒ＰＲ事業
（４）港区国際交流協会による⽇本語教室助成
（５）タブレット端末を活⽤したテレビ通訳サービス
（６）⾳声翻訳機を活⽤した通訳サービス

指標１
多言語刊行物の翻訳チェック数



NO 16
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 700 662 94.6% 平成３０年度 700 657 93.9%

令和元年度 800 705 88.1% 令和元年度 900 1,048 116.4%

令和２年度 900 － － 令和２年度 1,100 － －

 ３ 政策名 （16）　豊かな国際性を生かした多⽂化共生社会を推進する

 ４ 施策名 ②　外国人の快適な⽇常生活の実現

指標２
Facebookフォロワー数

（１）ミナト・インフォメーション・メール(MIM)・・・毎⽉２回、４言語で⾏政情報等をメール配信
（２）ミナト・インフォメーション・ボード（Facebook）・・・２言語（やさしい⽇本語、英語）で配信
（３）多言語AIチャットボットサービス・・・AIを活⽤し、チャット形式で⾏政情報等の問合せに対応
（４）外国人対象ウェルカム・パッケージ・・・転⼊⼿続を⾏う外国人に、区政情報の多言語刊⾏物をまとめて配布
（５）港区国際交流協会のホームページを活⽤した地域イベント情報の提供に対する補助
（６）多言語情報コーナー・・・多言語刊⾏物を閲覧・⼊⼿できるコーナーの設置
（７）外国人住⺠のための生活情報・・・外国人が区内で生活する上で必要となる情報を区ホームページに掲載

指標１

ミナト・インフォメーション・
メール(MIM)登録者数

 1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

ミナト・インフォメーション・メール（ＭＩＭ）の廃止にあたっては、利⽤者への丁寧な案内に努めるとともに、今後、より効果的
な情報発信を展開していくこと、また、多言語ＡＩチャットボットサービスは区ホームページ上のＡＩチャットに機能を統合するこ
とにより効率化を図ることから、本事業は「縮小・一部廃止」と評価します。

港区国際交流協会のホームページを活⽤した地域イベント情報の提供に対する補助⾦交付要綱

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

25,219 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

(１)　ミナト・インフォメーション・メール(MIM)の廃止と(２)ミナト・インフォメーション・ボード（Facebook）への統合
　　MIM（⽉２回、４言語）は、メール配信システムの維持管理や翻訳が伴うため年約500万円の経費が発生するものの、
登録者は数年約700人前後に留まっています。一⽅、Facebookは、職員による逐次配信ができシステムの維持管理経費が
発生せず、フォロワー数も1,048(令和元年度末)と順調に伸び続けています。現在、英語とやさしい⽇本語で配信している
Facebookに中国語版、ハングル版を追加することでMIMの配信を廃止します。
(３)　多言語AIチャットボットサービスの統合
　　当課でFacebookメッセンジャー機能を活⽤した外国人向けAIチャットボットサービスを提供していますが、令和３年４⽉か
ら区HP上に⽇本語とともに英語の対応が可能になるAIチャットボットが導⼊される予定であり、より外国人がアクセスしやすい環
境が整備されることから、区HP上のAIチャットに統合し、本事業は廃止します。なお、Facebookの維持管理費⽤はかからず
に区HP上のAIチャットにリンクさせて利⽤できるため、Facebookからも引き続き利⽤できます。 ８ 事業実績・指標

その他

平成３０年度 100.0% 44,353 0 0 0

令和元年度 100.0% 27,613 0 0 0

令和２年度 100.0%

－ － －

港区に住む外国人が、コミュニティの一員として⽇本人との交流を深め、地域の課題解決に積極的に参画できる環境の
整備をめざし、平成20(2008)年度に専管組織を⽴ち上げ、様々な施策を実施してきました。
紙媒体を中心とした情報提供から、平成25年度からはSNSを活⽤したメール配信や平成30年度からAIチャットボット
サービスなどを⾏うなど、情報の受け⼿が取捨選択できる情報提供も⾏っています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 25,219 － －

90.8%

令和元年度 27,613 0 0 27,613 26,852 97.2%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

区が主催する事業、イベント等の情報や区内で生活するために利便性の⾼い情報を多言語で提供します。

平成３０年度 44,353 -2 -5,881 38,470

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

34,935

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・⽂化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和２年度事務事業評価シート 所管課 産業・地域振興支援部　地域振興課

 １ 事業名 外国人への情報提供事業  １０ 事業費の状況



NO 17
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 80 44 55.0% 平成３０年度 80 69 86.3%

令和元年度 80 30 37.5% 令和元年度 80 63 78.8%

令和２年度 80 － － 令和２年度 80 － －

令和２年度事務事業評価シート 所管課 産業・地域振興支援部　地域振興課

 １ 事業名 ⼤使館等との連携による国際交流  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・⽂化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

区⺠が海外諸国の⽂化の魅⼒に触れ、理解する機会を創出するとともに、外国人に対する効果的な情報提供を⾏うた
め、区内に⽴地する⼤使館等と連携した国際交流を促進します。

平成３０年度 10,746 0 0 10,746

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

7,922 73.7%

令和元年度 9,492 -34 0 9,458 6,749 71.4%

－ － －

港区には、国内の駐⽇⼤使館の半数以上にあたる80を超える⼤使館が存在しており、国際化における様々な課題の
達成に向け、様々な国際交流事業など連携強化に取り組んできました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 9,762 － －

その他

平成３０年度 39.8% 4,281 0 0 6,465

令和元年度 0.0% 0 0 0 9,492

令和２年度 43.3% 4,224 0 0 5,538

 ７ 事業内容

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

　
　(６)　区内駐⽇⼤使館等あて⽂書定期送付(△535千円)
　　　　　区内に所在する駐⽇⼤使館等に⽉２回、郵送にて区政情報を届ける業務を委託事業にて⾏ってきましたが、
　　　　封⼊する量や頻度が減少したことから、区役所で作業している障害者インターンシップに封⼊作業を依頼
　　　　することで事業を縮小します。

 ８ 事業実績・指標

 1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

区内駐⽇⼤使館等あて⽂書定期送付業務について、封⼊する量や頻度が減少したことから、区役所で作業している障害者
インターンシップに封⼊作業を依頼することで、委託業務を廃止することから「縮小・一部廃止」と評価します。

港区⼤使館等事業協⼒実施要綱、港区⼤使館等事業協⼒事務取扱要領

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （16）　豊かな国際性を生かした多⽂化共生社会を推進する

 ４ 施策名 ④　多様な主体との協働による国際都市としての魅⼒の向上と発信

指標２
大使館等実務者連携会議延参加国数

（１）各⼤使館等からの表敬訪問受⼊
（２）⼤使館等が主催する区⺠対象の⽂化事業への協⼒
（３）国際⽂化紹介展示
（４）⼤使館等実務者連携会議
（５）国際友好広場
 (６)　区内駐⽇⼤使館等あて⽂書定期送付

指標１
文書定期送付件数



NO 18
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 15 11 73.3% 平成３０年度

令和元年度 30 19 63.3% 令和元年度

令和２年度 15 － － 令和２年度 － －

令和２年度事務事業評価シート 所管課 産業・地域振興支援部　地域振興課

 １ 事業名 国際⼒強化推進  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・⽂化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

地域社会に軸⾜を置きつつ国際社会を舞台に世界で活躍している⽅々を招き、区内の国際化について意⾒を伺い、区
内の国際化に関わる潜在的な⼒を引き出すとともに、官⺠双⽅の取組を推進することによって、区内の国際⼒をより一
層強化あうるため、国際⼒強化推進会議を開催します。

平成３０年度 2,953 -90 0 2,863

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

739 25.8%

令和元年度 1,888 0 0 1,888 1,539 81.5%

－ － －

平成28年度から、国際⼒強化推進会議を開催しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 1,788 － －

その他

平成３０年度 100.0% 2,953 0 0 0

令和元年度 100.0% 1,888 0 0 0

令和２年度 100.0% 1,788 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

　港区国際⼒強化推進会議は、区⻑が会議の⻑であり、国際社会を舞台に世界で活躍している⽅々を委員として招致し、
外国人の地域参画と協働等について、他国の状況やご⾃⾝の経験など幅広くご意⾒をいただき、ご意⾒を国際化推進プラン
などの国際化推進施策に反映しています。
　本会議の開催は年２回としていましたが、⽇頃から各委員からご意⾒を伺う機会を設けることで、一堂に会する会議開催を
年１回と縮小します。(△779千円)

 ８ 事業実績・指標

 1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

港区国際⼒強化推進会議の開催回数について、⽇頃から各委員から意⾒を伺う機会を設けることで、会議開催を年２回か
ら年１回に⾒直すことから、事業を一部縮小するため、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区国際⼒強化推進会議設置要綱

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （16）　豊かな国際性を生かした多⽂化共生社会を推進する

 ４ 施策名 ④　多様な主体との協働による国際都市としての魅⼒の向上と発信

指標２

地域社会に軸⾜を置きつつ国際社会を舞台に世界で活躍している⽅々を招き、区内の国際化について意⾒を伺い、区
内の国際化に関わる潜在的な⼒を引き出すとともに、官⺠双⽅の取組を推進することによって、区内の国際⼒をより一
層強化するため、国際⼒強化推進会議を開催します。

指標１
港区国際力強化推進会議延参加人数



NO 19
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 15 11 73.3% 平成３０年度 9,000 10,318 114.6%

令和元年度 15 11 73.3% 令和元年度 9,000 6,817 75.7%

令和２年度 15 － － 令和２年度 9,000 － －

令和２年度事務事業評価シート 所管課 産業・地域振興支援部　地域振興課

 １ 事業名 国際交流スペースの運営  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・⽂化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

国際交流スペースは、外国人との交流や区⺠の⾃主的な地域活動の促進を図るための場所です。
本スペースは、国際交流や地域交流を⽬的に活動する団体・個人が、情報交換、集会などに利⽤できます。
所在地︓北⻘⼭一丁⽬６－３ 都営北⻘⼭一丁⽬アパート３号棟地下１階

平成３０年度 1,864 0 0 1,864

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

1,863 99.9%

令和元年度 1,935 0 0 1,935 1,912 98.8%

－ － －

港区国際交流スペースは、東京都より⾏政財産使⽤許可を得て借⽤している「北⻘⼭コミュニティ施設」内の一部にあ
ります。
本スペースは、区⺠の⾃主的な地域社会貢献活動の促進を図り、外国人との地域社会共存に寄与することを⽬的に、
平成21年6⽉に設置されました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 2,089 － －

その他

平成３０年度 100.0% 1,864 0 0 0

令和元年度 100.0% 1,935 0 0 0

令和２年度 100.0% 2,089 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

港区国際交流スペースは、東京都より⾏政財産使⽤許可を得て借⽤している「北⻘⼭コミュニティ施設」内の一部にあります。
本スペースでは、国際交流に関する情報の収集や提供、国際交流に関する学習に関することや区⺠相互の交流が⾏われて
おり、その交流は、多⽂化共生社会の実現に必要なものです。
引き続き、多⽂化共生社会の実現に向けて、区⺠の⾃主的な地域社会貢献活動や外国人が集う場所「国際交流スペー
ス」を運営します。

 1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

港区国際交流スペースでは、国際交流に関する情報の収集や提供、国際交流に関する学習に関することや区⺠相互の交流
が⾏われており、引き続き、多⽂化共生社会の実現に向けて、区⺠の⾃主的な地域社会貢献活動や外国人が集う場所とし
て運営する必要があることから、本事業は「継続」評価とします。
国際交流スペースの⽴地として、現在の北⻘⼭一丁⽬施設からの移転⼜は機能転換の検討と合わせ、今後の⽅向性を整
理してください。

港区国際交流スペース事業実施要綱、港区国際交流スペース集会室利⽤登録及び貸出し要領

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （16）　豊かな国際性を生かした多⽂化共生社会を推進する

 ４ 施策名 ④多様な主体との協働による国際都市としての魅⼒の向上と発信

指標２
利用人数

国際交流スペース内には、下記の場所があり、国際交流や地域交流を⽬的とする団体・個人の⽅は利⽤することができ
ます。
(1)　ふれあい広場
(2)　印刷室
(3)　集会室1
(4)　集会室2
(5)　相談室

指標１
登録団体数



NO 20
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 平成３０年度

令和元年度 令和元年度

令和２年度 － － 令和２年度 － －

 ３ 政策名 （16）　豊かな国際性を生かした多⽂化共生社会を推進する

 ４ 施策名 ④多様な主体との協働による国際都市としての魅⼒の向上と発信

指標２

施設の維持管理運営

指標１
 1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

北⻘⼭コミュニティ施設は、東京都から⾏政財産使⽤許可を受け借⽤している場所に、区⺠のコミュニティ活動の場として設置
した施設であり、区⺠のコミュニティ活動の場としての役割もあり、施設内の一部で国際交流スペース事業も実施されていること
から、引き続き、施設の維持管理運営は必要になるため、本事業は「継続」評価とします。
国際交流スペースの⽴地として、現在の北⻘⼭一丁⽬施設からの移転⼜は機能転換の検討と合わせ、今後の⽅向性を整
理してください。 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

5,134 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

北⻘⼭コミュニティ施設は、区⺠のコミュニティ活動の場としての役割もありますので、現在、北⻘⼭一丁⽬アパート住⺠の⽅の
集会場所としても利⽤されています。
現在、北⻘⼭コミュニティ施設内の一部で国際交流スペース事業を実施していますが、仮にこの事業を廃止しても、「区⺠集
会施設」としての役割は残りますので、引き続き、施設の維持管理運営は必要になります。

 ８ 事業実績・指標 ※　事業の主たる⽬的が施設管理のため、指標は設けていません。

その他

平成３０年度 100.0% 29,674 0 0 0

令和元年度 100.0% 4,997 0 0 0

令和２年度 100.0%

－ － －

北⻘⼭コミュニティ施設は、平成17年度から東京都より⾏政財産使⽤許可を受け無料借⽤している場所に設置した施
設です。使⽤許可申請は、平成１７年度から５年ごとに⾏い、現在に⾄るまで⾏っています。
参考︓平成17年4⽉1⽇〜平成22年3⽉31⽇　みなとコミュニティハウス

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 5,134 － －

88.9%

令和元年度 4,997 557 0 5,554 5,061 91.1%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

北⻘⼭コミュニティ施設は、東京都から⾏政財産使⽤許可を受け借⽤している場所に、区⺠のコミュニティ活動の場とし
て設置した施設です。

平成３０年度 29,674 21 0 29,695

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

26,387

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・⽂化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和２年度事務事業評価シート 所管課 産業・地域振興支援部　地域振興課

 １ 事業名 北⻘⼭コミュニティ施設維持管理  １０ 事業費の状況



NO 21
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 260 311 119.6% 平成３０年度 700 619 88.4%

令和元年度 200 301 150.5% 令和元年度 700 － －

令和２年度 186 － － 令和２年度 118 － －

 ３ 政策名 （27）豊かで多様な⽂化に包まれた都市を育む

 ４ 施策名 　　①　誰もが⽂化芸術を鑑賞・参加・創造できる機会の充実

指標２
鑑賞者（本公演）

区⺠がプロのアーティストとともに発表に向けて練習を重ね、⽂化芸術を創造する楽しさや喜びを体験し、また、その成果
を多くの区⺠が鑑賞することで、⽂化芸術を⾝近に感じる機会を提供します。近年の演⽬は、ゴスペルです。
事業対象︓区内在住・在勤・在学者
練習期間︓10回程度
本番︓＠サントリーホールブルーローズ（オリジナル曲を含む７曲程度を発表）
なお、令和元年度は、新型コロナウイルス感染症拡⼤防止のため公演は中止となりました。

指標１
参加申込者数  1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

区の⽂化芸術振興の更なる推進に向けて予算や人材を効率的に配分するため、区と財団で重複している事業を整理し、令
和３年度以降は、区が示す⽅向性に沿って⽂化事業の企画・運営を担う財団が、事業を実施することから、「廃止」評価とし
ます。

港区⽂化芸術振興プラン、港区⽂化芸術振興条例、⽂化芸術基本法

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

0 0 0 7,832

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

当事業の⽬的である区⺠がプロのアーティストとともに⽂化芸術を創造する楽しさを体験できる事業は、現在、港区スポーツふ
れあい⽂化健康財団においても複数の事業（KissポートクラシックやKissポート講座）で実施しています。
区の⽂化芸術振興の更なる推進に向けて予算や人材を効率的に配分するため、区と財団で重複している事業を整理し、当
事業を廃止します。
令和３年度以降は、区が示す⽅向性に沿って⽂化事業の企画・運営を担う財団が、⽬的が重複している複数の事業を再構
築し、当事業の⽬的達成のための区⺠参加型の事業を実施します。
（参考）
Kissポートクラシック…サントリーホール⼤ホールにおいて、公募による区⺠コーラスの合唱や新進⾳楽家との共演による演奏を
⾏うとともに、広く区⺠に鑑賞機会を提供。
Kissポート講座…専⾨家やプロのアーティストによる演劇・芸能の解説やワークショップ、舞台での実体験など、参加型の講座
を定期的に開催。（浪曲体験講座、能⼊⾨、ジャズコーラスなど）

 ８ 事業実績・指標

その他

平成３０年度 0.0% 0 0 0 8,307

令和元年度 0.0% 0 0 0 7,833

令和２年度 0.0%

－ － －

区内で活動する⾳楽家・演劇家・⾳楽愛好家などを活⽤し、区⺠が⽂化芸術活動に参加し創造する機会をつくるとと
もに、⽂化芸術を通じた交流と区内ネットワークの形成、⽂化芸術の担い⼿を育成することを⽬的として、平成21年度
に開始しました。平成23年度からは「⾳楽普及活動人材育成」と事業を統合し、これまでオペラ、オペレッタ、コンサート、
創作ダンス、ゴスペルなど11回の事業を実施しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 7,832 － －

100.0%

令和元年度 7,833 0 0 7,833 7,185 91.7%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

区⺠がプロのアーティストとともに練習し、主役となってその成果を発表することにより、区⺠に⽂化芸術を創造する楽しさ
や喜びを感じていただくとともに、観客として多くの区⺠に鑑賞していただき、良質な⽂化芸術に⾝近に触れる機会を創出
することを⽬的としています。

平成３０年度 8,307 0 0 8,307

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

8,305

 ２ 基本政策 　　6　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和２年度事務事業評価シート 所管課 産業・地域振興支援部　地域振興課

 １ 事業名 ⽂化芸術フェスティバル  １０ 事業費の状況



NO 22
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 21 35 166.7% 平成３０年度 2 5 250.0%

令和元年度 16 34 212.5% 令和元年度 2 5 250.0%

令和２年度 19 18 94.7% 令和２年度 2 4 200.0%

 ３ 政策名 (27)豊かで多様な⽂化に包まれた都市を育む

 ４ 施策名 ②多様な主体間の協働による⽂化芸術振興

指標２

港区文化芸術サポート事業助成団体から港区文化プログ
ラム連携事業指定団体に移行した団体数

区内で⾏われる⽂化芸術活動の実施に係る経費の一部を助成（助成⾦上限額200万円、50万円）するとともに、
専⾨家による事業運営や経営管理等へのアドバイスにより、団体を育成・支援します。
助成事業は、⽂化芸術関係の専⾨家・学識経験者などによる審査委員会で決定します。

指標１
応募件数 1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

⽂化芸術団体を育成・支援する当事業を財団が実施することで、港区⽂化芸術活動サポート事業助成団体に対しより効果
的な支援を⾏うことができ、それにより質の⾼い事業を継続的に実施できる⽂化団体が育成されることから、区⺠の鑑賞・参加
機会の更なる充実が期待できるため、区の事業を廃止することから、「廃止」評価とします。

港区⽂化芸術振興プラン、港区⽂化芸術振興条例、⽂化芸術基本法

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

0 0 0 22,491

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

「港区⽂化芸術振興プラン」では、港区スポーツふれあい⽂化健康財団のコーディネート機能及び専⾨性の強化を掲げてお
り、これまで区⺠センター事業や学校・福祉施設へのアウトリーチなど数多くの事業を通じてコーディネート機能や専⾨性を蓄積
してきました。
⽂化芸術団体を育成・支援する当事業を財団が実施することで、港区⽂化芸術活動サポート事業助成団体に対しより具体
的、効果的な支援を⾏うことができ、それにより質の⾼い事業を継続的に実施できる⽂化団体が育成され、区⺠の鑑賞・参加
機会の更なる充実が期待できるため、区の事業を廃止し財団が実施します。

 ８ 事業実績・指標

その他

平成３０年度 0.0% 0 0 0 22,600

令和元年度 0.0% 0 0 0 22,427

令和２年度 0.0%

ー － －

平成18年度に港区⽂化芸術振条例を制定し、区⺠等への鑑賞及び参加の機会を増やすとともに、⽂化芸術に関す
る活動を支援することにより、⽂化芸術振興を図るため、平成19年度に開始しました。平成25年度から、助成団体へ
の専⾨家による事業視察・事業評価を開始し、助成事業を決定する審査委員会の審査の精度の向上につなげまし
た。平成27年度からは更に、専⾨家による事前・事後ヒアリングを開始し、専⾨的⾒地からの助言を⾏うことで、事業を
通じた団体の育成を強化しました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 22,491 ー ー

96.4%

令和元年度 22,427 -67 0 22,360 18,659 83.4%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

区内で⾏われる多彩な⽂化芸術活動及び⽂化芸術活動を⾏う団体を育成するとともに、区⺠が⽂化芸術に触れる機
会を拡充することを⽬的に、助成及び専⾨家（調査員）によるアドバイスを⾏います。

平成３０年度 22,600 0 0 22,600

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

21,776

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和２年度事務事業評価シート 所管課 産業・地域振興支援部　地域振興課

 １ 事業名 ⽂化芸術活動サポート事業  １０ 事業費の状況


